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◆新技術定着試験事業
ヒメジャコ養殖指導および被害調査（中南部）

水産海洋技術センター 米丸浩平

１．目的
ヒメジャコ養殖業者を巡回し、指導およ

び情報収集を行う。今年度は特に生残率や
減耗原因を中心に聞取りを行い、今後の指
導の指針とする。

２．方法と結果
糸満漁協喜屋武地区

9月2日、糸満市喜屋武の養殖場を巡回し
た。巡回した時期は天候不順もあってかセ
リ値が1,500～1,700円/㎏と高かったが、
安い時は1,000円/㎏を割るようだ。居酒屋
へは1,300円/㎏で出荷しており、最近注文
が増えてきていて、5㎏から多い時で10kg
ほど１日おきくらいのペースで出荷してい
るため、出荷サイズが少なくなってきてい
る。同氏は地蒔式、小割式養殖を行ってお
り、生残率は9割以上、食害もほぼないだ
ろうとのこと。今年は工事の影響か台風が
来ない影響か、濁り、泥が多いらしく、北
風の日は養殖場まで濁りが来ると言ってい
た。サンゴの白化はひどいらしいが、高水
温によるヒメジャコの色落ちはない様子。
ロガーも設置させてもらったが、現場の水
温は30℃だった。

小割式ケージ養殖

読谷漁協
昨年度まで陸上水槽で数名の漁業者がご

く小規模に養殖を行っていたが、現在は続
けていないとのこと。

沖電開発
1月31日、沖電開発ヒメジャコ陸上養殖

視察。飼育水は地下、表層海水を併用。寒
い日はビニールカバーで保温。今年度種苗
は8月に取り925個→850個と概ね順調。観
賞用専門だが、取引先が3業者しかなく、
売り先に困っているようだ。沖電開発は養
殖データの収集も熱心に行っており、今後
も養殖を継続してもらいたい。

冬期保温対策のシート

ロガーにて温度、照度計測中



－ 19－

座間味村漁協
9月1日、座間味村漁協職員が来所し、岩

井研究員よりヒメジャコ種苗生産について
指導。採卵の手順を実践した。放精は複数
個体で確認されたが、結局放卵は確認出来
なかった。座間味村漁協は阿嘉島のサンゴ
種苗生産施設を引き取っており、そこでサ
ンゴ養殖をはじめ、様々な可能性を模索し
ているところである。

座間味村漁協阿嘉地区
漁船漁業、ダイビングショップを営む漁

業者が意欲的に取り組んでいたが、組合内
部から否定的な意見も多かったようで、養
殖からは離れ、本業に専念している。

座間味村漁協座間味地区
11月18日に垂下式養殖業者の巡回を行っ

た。話によると H27種苗に限って平べった
いものが多いようで、カゴに自立しにくく、
また出荷しても身入りが少ないためか安く
叩かれるとのこと。栽培センター担当者に
確認したところ、平たい親貝を除くことで
対策してくれるようだが、研究員によると
飼育密度が高すぎるとスペースの問題で薄
くなってしまうとの見解だった。

食害について、被害が大きいのはヒラム
シと巻貝（シノマキ）、あとはモンガラ類
が網を食い破ることがある程度のようだ。
ヒラムシには淡水浴が効果的で、5分程で

漁協職員への種苗生産指導

死ぬが、巻貝には効果はない。垂下式は海
底から離れているため、春先～初夏にかけ
て注意して掃除すれば、巻貝はほぼ対策出
来る。カゴの中で2，3個体死んでいれば必
ず何かいるので、細かくチェックし、駆除
しきることが重要だという。

現在のシャコガイ養殖では、12月～2月
を中心に単価2,000円/㎏（殻付）の時に出
荷している他、知り合いの料理屋に月4㎏
程出荷しており、合わせて年間50万程の売
り上げしかない。今後、H30年度の漁業権
切替で漁業権を広げ、シャコガイ養殖だけ
で400～500万の売り上げを目標にしたいと
いうことだ。

座間味地区では、他に2名が副業として
養殖（漁業権が無いため放流として）にチ
ャレンジしていたが、本業が忙しく管理は
できていないとのことだった。

渡名喜村漁協
2月17日、渡名喜村漁協のヒレジャコ養

殖現場を巡回した。同漁協では、ケージを
用い小割式で養殖している。種苗は県から
ではなく、八重山の養殖業者から中間育成
されたこぶし大程度の種苗を導入してお
り、育成したヒレジャコは離島フェアでギ
ブガラス（ウニを混ぜた塩辛）として販売
している。

ケージによっては蓋に付着物が多く、光
がかなり遮られているものもあり、ケージ
内で死ぬ個体も出てきているようで、早急
に掃除するよう指導した。

通常個体 平べったい個体
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３．養殖被害
シャコガイ養殖で最もやっかいな被害は

盗難であるが、養殖を続けている所では、
盗難被害は出ていないようである。盗難が
無いために養殖が続けられているとも言え
るかもしれない。

陸上養殖では、藻類繁茂による種苗の斃
死が見られる他、冬期の低温による斃死も
あるようだ。藻類については、藻食性の貝
や魚を入れて対策することで、掃除の頻度
を数か月ごとに減らせるようだが、藍藻は
食べてくれないようだ。冬期の低温時には、
水槽にビニールカバーをすることでほぼ斃
死を防げるとのこと。

海面養殖では、シャコガイヤドリイトカ
ケギリなど小型の寄生貝やシオボラなど大
型の肉食性巻貝による食害が知られている
が、中南部地区では座間味の垂下式養殖で
シノマキガイなど大型の肉食性巻貝による

目詰まりしたケージ蓋

養殖中のヒレジャコ

食害が少しある程度で、それよりも食害さ
れた個体の周囲に小型のカニやシャコがい
たという話が多く聞かれた。また、モンガ
ラ類に金網を破られて食害を受けたことも
あったようで、頻度は少ないようだが、一
度やられると駆除しない限り何度も狙われ
るようである。

現在は食害よりも深刻なのが泥の堆積
で、糸満では豊見城から喜屋武まで全域で
濁りがひどいようで、1ヶ月に3回程度の清
掃で済んでいたところが、数日ごとに掃除
しても死んでしまう個体が出るとのことだ
った。

いずれにしても、被害を防ぐためには小
まめに様子を見て、被害が広がる前に対策
することが重要である。

４．考察
海面養殖では、現在もある程度の規模で

養殖を続けている方については、盗難被害
もなく、こまめに養殖管理を行っており、
年間で50～100万円程度の水揚げで潜水器
などの副業として成り立っている場合が多
い。しかし最近では、埋め立てや赤土流出
の影響か泥の堆積がひどく、掃除の回数を
増やして対応しているが、漁業者の負担も
大きく、何らかの対策が求められる。座間
味島の湾内で行われている垂下式養殖は泥
の堆積対策にも食害生物からの隔離にも大
きな効果が得られそうだが、糸満のように
外洋に面した海域でも波に耐えられるかは
未知数である。

陸上養殖では、管理に手間がかからない
ものの、海水の汲み上げなど継続的に発生
する経費もあるため、食用のみの養殖では
採算がとれない。沖電開発では観賞用専門
で養殖を行っており、市場規模は小さいが
小さなサイズから高値で販売できるため、
何とか採算が取れているようである。

◆資源管理・環境対策 
 

シラヒゲウニの資源回復に向けた新たな取り組み 
（沖縄沿岸域の総合的利活用推進事業） 

 

水産海洋技術センター本部駐在 上原匡人・仲盛 淳 

                水産海洋技術センター海洋資源・養殖班 太田 格 
 

１．目的および経緯 
 沖縄県におけるシラヒゲウニの生産量は、
盛期（1974年）には年間 2,000トン以上の
水揚げがあったが、乱獲等の影響により
1977 年以降急減し、2013 年から現在まで
ほぼ水揚げがない状況が続いている。この
ような状況を受け、県内ではシラヒゲウニ
の資源増大を目指すため、1995年から種苗
放流を行ってきた。しかし、放流後の生残
調査が行われた 49事例を精査すると、その
8 割にあたる事例で生残率が極めて低かっ
たことから、従来の種苗放流技術によりシ
ラヒゲウニ資源を増殖あるいは回復させる
ことは困難だと考えられている（太田ら，
2017）。 

2013年からは北部3漁協が禁漁の取り組
みをはじめ、2015年には参画漁協が 5漁協
まで拡大され、ウニ漁を事実上行っていな
い漁協を含めるとほとんどの海域で禁漁を
行っていることになるが、依然として回復
する兆しは認められていない。回復しない
要因として、幼生の着底環境や稚ウニの成
育場の荒廃、個体群の再生産がうまく機能
していないレベルまで激減した可能性等が
指摘されているが、その詳細は不明である。 
近年、熱帯海域においてシラヒゲウニの

資源増大の試みとして、種苗放流から親資
源の育成へと手法を転換したことで、資源

が 回 復 し た 事 例 が 報 告 さ れ た
（Juinio-Menez et al., 2008）。これは、親
となるウニを集めて、海域にて保護・育成
し、高密度の生息条件下で受精率を高め、
再生産機能を向上させるという考え方であ
り、新たな方向性として検討に値する。 

そこで、今年度より宜野座村海域と恩納
村海域において漁業者とともにこの方向性
を検討する取り組みを開始したので、その
概要を報告する。 

 

２．活動内容 
（１）宜野座村海域 

【放流後の生残調査】 

 平成 28年 7 月 31 日と 8 月 18 日に、
稚ウニ（平均殻長 23 mm，27 mm の 2

群）14,500個体を宜野座村地先に放流し
た。その後、平成 28 年 10 月 13 日（放
流後約 2カ月）と 11月 15日（約 3カ月）、
平成 29年 2月 13日（約 6カ月）に、放
流海域（ホンダワラ類が点在）で目視に
より、シラヒゲウニの個体数を計数した。
調査は 2～3名で行い、調査範囲は 1人あ
たり半径約 10 mの範囲とした。 

【親ウニ育成による再生産機能の向上】 

 平成28年10月13日と11月 15日に、
親ウニ育成ケージを計 3基設置し（図１）、
124個体の稚ウニ（殻径約 60 mm）を 3


